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～ TPP協定の及ぼす影響 ～ 
 
The Situation and Subject of Intellectual Properties Protection in Japan:  
Effects of TPP 
 



























































































ウルグアイ・ラウンドの議論の成果として、1995 年に世界貿易機関（WTO：World Trade 
Organization）を設立するマラケシュ協定（WTO設立協定）が制定され、附属書 1Cにおいて
知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual 
Property Rights：通称 TRIPS協定）が制定された。 
 同協定では、WTO の加盟国に対してパリ条約やベルヌ条約に規定されている義務の履行
を求めるとともに、広範な知的財産に対して高水準の保護を義務付け、権利行使の規定及び


















策定し、21世紀型のルールを構築する EPAである 15)。 
 参加国は、日本、米国、カナダ、メキシコ、チリ、ペルー、マレーシア、シンガポール、
ベトナム、ブルネイ、オーストラリア、ニュージーランドの 12か国であり、2011年 11月 12
日には TPP交渉参加国の首脳会議で大枠合意に達し、2015年には大筋合意がなされた。2016






 TPP協定が対象としている知的財産は、「TRIPS協定第 2部第 1節から第 7節までの規定の
対象となるすべての種類の知的財産」である（第 18・1条）。TRIPS協定における知的財産と
しては、著作権及び関連する権利、商標、地理的表示、意匠、特許、集積回路の回路配置、




 ここで加入を「確認」される条約として、（a）1979年 9月 28日に修正された特許協力条
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約（Patent Cooperate Treaty：PCT）、（b）パリ条約ストックホルム改正条約 19)、（c）ベルヌ条
約パリ改正条約 20)の 3つが規定される 21)。他方、加入を「必要」とされる条約は、（a）マド
リッド議定書 22)、（b）ブダペスト条約 23)、（c）シンガポール条約 24)、（d）UPOV（Union internationale 
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となることができるが、対象となるのは「発明」のみであり、商標や意匠といった特許以外


















条約の実体規定（同条約 1条〜12条及び 19条）の遵守を義務付けている（同協定 2条 1項）。 


























































年に加入した。2016年 5月現在の加盟国は 171か国であり、管理はWIPOが行っている。 
 ベルヌ条約では著作物の明確な定義規定をしていない。保護対象は、同条約 2条 1～8項に
規定されるすべての著作物と同条約 2条の 2に規定されている著作物であるが、これは例示
列挙であり、広く知的創作にかかる表現も含むと解されている 35)。ベルヌ条約の基本原則は、
①内国民待遇原則 36)及び②無方式主義の原則（5条 2項）37)、③保護独立の原則（5条 2項第
2文）38)である。 







成され、1964年 10月 26日に 40か国により署名され、1964年 5月 18日に発効した。 
加入できる国は、ベルヌ条約または万国著作権条約の加盟国となっている。2016年 5月現
在、92か国が加盟している条約である。日本は 1989年 10月 26日に発効している。ローマ
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Anti-Counterfeiting Trade Agreement）がある。 
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旨の規定が置かれている（同協定 18・77条 6項）。 
 






















































































Reunis pour la Propriete Intellectuelle、通称 BIRPI）」が設立され、両者はまとめて管理されるように
なった。これが現在の世界知的所有権機関（World Intellectual Property Organization、通称WIPO）
の前身であり、「知的財産」という言葉が初めて国際的に公式に使われたのも BIRPIが設立された














10) 1999年のシアトル、2003年のカンクンでの WTO閣僚会議の失敗は、WTOから FTAへの流れを
決定的なものとした。山口（2010）95頁。 











14) P4（Pacific 4）とは、太平洋地域の 4か国（シンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリ）
の FTAである。 
15) TPP交渉の経緯や歴史については、神田・寺林（2013）に詳しい。 
16) 知的財産戦略本部「知的財産分野における TPPへの政策対応について（案）」平成 27年 11月参照。 
17) TPP協定の前文で、「世界貿易機関を設立するマラケシュ協定に基づく各締約国の権利及び義務を
強化すること」が明記されている。 
18) 第 18・7条 1項及び同条 2項参照。 
19) 1967年にストックホルムで改正された工業所有権の保護に関するパリ条約。 
20) 1971年 7月 24日にパリで改正された文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約。 
21) 第 18・7条 1項参照。なお、改正条約が複数ある条約については、2015年時点での最新の改正条
約が参照されている。この点については、第 18・1条の定義規定を参照。 
22) 標章の国際登録に関するマドリッド協定の 1989年 6月 27日にマドリッドで作成された議定書。 
23) 特許手続上の微生物の寄託の国際的承認に関するブダペスト条約。 
24) 締約国は、マドリッド議定書またはシンガポール条約のいずれかを締約することにより、マドリ
知的財産保護政策の現状と今後の課題  藤原 香澄  83 
ッド議定書及びシンガポール条約に規定する義務を満たすことができる。 
25) 1991年 3月 19日にジュネーヴで改正された植物の新品種の保護に関する国際条約。 
26) 1996 年 12 月 20 日にジュネーヴで作成された著作権に関する世界知的所有権機関条約（World 
Copyright Treaty）。 























36) ベルヌ条約における内国民待遇の例外として、著作権の保護期間（条約 7 条（8））について、相
互主義を適用することが認められている。例えば、日本は著作権の保護期間が著作者の「死後 50












39) 具体的には、ベルヌ条約の 6条の 2（人格権規定）が米国によって除かれた。 
40) Rome Convention for the Protection of Performers, Producers of Phonograms and Broadcasting 
Organizations. 
41) ベルヌ条約における著作権の最低限の保護期間は、原則、著作者の死後 50 年と定められている。
特例は、①無名・変名の著作物は公表後 50 年、②映画は公表後 50 年、③応用美術または写真は
創作後 25年である。 







45) 国際的な制度の調和については、経済協力開発機構（OECD）加盟国 34 か国中、著作物の保護期
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間が著作者の死後 70 年未満であるのは、日本、カナダ、ニュージーランドの 3か国のみであり、
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